
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年５月２７日（木） 

 

平成 21 年度決算 

―  説明用資料  ―  



１．契約の状況

　（１） 年換算保険料

① 新契約年換算保険料
（単位：億円、％）

個人保険

個人年金保険

合　　計　…①

＜ご参考：平成２１年度下期の新契約年換算保険料＞
（単位：億円、％）

個人保険

個人年金保険

合　　計

（注）１． 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたり
の保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２． 医療保障・生前給付保障等については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付
（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、
介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

３． 年換算保険料には、転換による純増加を含んでいます。

② 解約・失効高、解約失効年換算保険料、解約・失効率〔個人保険＋個人年金保険〕
（単位：億円、％）

解約・失効高

解約・失効率

解約・失効率

（注） 解約・失効の数値は失効後復活契約を失効と相殺せずに算出しています。

③ 保有契約年換算保険料
（単位：億円、％）

個人保険

個人年金保険

合　　計

（注）１． 年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたり
の保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

２． 医療保障・生前給付保障等については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付
（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、
介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分の年換算保険料を計上しています。

平成20年度

24,896

6.37

368

【解約・失効】
○死亡保障金額ベースでは、前年度比８．７％減
　少の２兆２，７２６億円、解約・失効率は、前
　年度から０．０３ポイント増加の６．４０％と
　なった。
○年換算保険料ベースでは、前年度比９．３％減
　少の３３３億円、解約・失効率は、前年度から
　０．２５ポイント改善し、５．８１％となっ
　た。

1,421 ▲ 1.9

【保有契約年換算保険料】
○個人保険と個人年金保険の合計では、解約や満
　期等の減少を新契約でカバーできず、前年度末
　比４．７％減少の５，７２２億円となったが、
　医療保障・生前給付保障等の第三分野について
　は、新契約の増加に伴い前年度末比１．７％増
　加の１，２１２億円となった。

1,212 ＋ 1.7

5,722 ▲ 4.76,001

うち医療保障・生前給付保障等 1,191

4,300 ▲ 5.5

前年度比増減率

＋ 13.2

333

22,726

▲ 1.2

6.40

291

区　　分

死亡保障金額
ベース

148

▲ 8.7

+0.03ﾎﾟｲﾝﾄ

銀行窓販を除く合計（①－②）

127

年換算保険料
ベース

解約・失効年換算保険料

295

5.816.07

26 12

平成20年度下期

294 ▲ 17.4

142 ＋ 11.8

2 ▲ 96.3うち銀行窓販　…②

うち医療保障・生前給付保障等

うち総合保障型商品 84 ＋ 6.8

うち医療保障重視型商品 33 ＋ 14.029

前年度比増減率

平成21年度

▲ 52.4

平成21年度

平成21年度下期

前年同期比増減率

271 ▲ 0.7

23 ▲ 72.2

平成20年度

355

60

273

79

82

4,552

 前年度末比増減率

平成20年度末 平成21年度末

▲0.25ﾎﾟｲﾝﾄ

▲ 9.3

132 135 ＋ 2.3

【新契約年換算保険料】
○個人保険と個人年金保険合計の新契約年換算保
　険料は、平成２１年４月より銀行等における一
　時払変額商品の販売を休止し、銀行窓販の新契
　約年換算保険料が前年度比９６．３％減少した
　ことを主因として、同１７．４％減少の２９４
　億円となった。
○主力の総合保障型商品等の販売増により、医療
　保障・生前給付保障等の第三分野が前年度比
　１１．８％増加の１４２億円となった。

○平成２１年度下期の個人保険の新契約年換算保
　険料は、前年同期比２．３％増加の１３５億円
　となった。

1,448

うち医療保障・生前給付保障等 64

159

72

▲ 7.0

－ 1 － 三井生命保険株式会社



　（２） 新契約高、保有契約高

① 新契約高〔個人保険＋個人年金保険〕
（単位：億円、％）

新契約高

（注） 新契約高は、新契約＋転換純増の数値を表示しています。

② 保有契約高
（単位：億円、％）

個人保険

（注）１． 個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後
契約の責任準備金を合計したものです。

２． 団体年金保険については、責任準備金の金額です。

２．損益の状況
（単位：億円、％）

経常収益

保険料等収入

資産運用収益

うち 利息及び配当金等収入

うち 有価証券売却益

うち 特別勘定資産運用益

その他経常収益

うち 責任準備金戻入額

経常費用

保険金等支払金

うち 保険金

うち 満期保険金

責任準備金等繰入額

資産運用費用

うち 有価証券売却損

うち 有価証券評価損

うち その他運用費用

うち 特別勘定資産運用損

事業費

その他経常費用

経常利益又は経常損失（▲）

特別利益

特別損失

契約者配当準備金繰入額

法人税及び住民税

法人税等還付税額

法人税等調整額

法人税等合計

＋ 356

▲ 4.1

前年度比増減率

【資産運用収益】
○国内株式の配当減少により利息及び配当金等収
　入が減少したものの、金融環境の改善により特
　別勘定資産運用益を８３８億円計上したこと等
　により、前年度比１７．４％増加（３５６億円
　増加）の２，４０４億円となった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 〔経常利益増加要因〕

【新契約高、保有契約高】
○お客さまニーズの高い医療保障・生前給付保障
　等の、第三分野の保障充実にシフトしているこ
　と、及び銀行等における一時払変額商品の販売
　休止等により、新契約高は、前年度比３５．３
　％減少の６，５８３億円となり、保有契約高
　（個人保険＋個人年金保険）についても、前年
　度末比９．５％減少の３２兆３，３８４億円
　と、減少傾向が続いている。

【保険料等収入】
○銀行等における一時払変額商品の販売休止と、
　個人保険の保有契約高の減少等により、前年度
　比１３．９％減少（１，０３７億円減少）の
　６，４０４億円となった。〔経常利益減少要因〕

―

前年度比増減率

▲ 16.6

▲ 13.9

―

▲ 3

▲ 702

―

▲ 94.5

―

▲ 61.5

＋ 16.6

▲ 10.4

▲ 87.0 ▲ 3,737

▲ 92.4

▲ 4.9

▲ 96.2

▲ 59

▲ 1,178

▲ 59

▲ 946

▲ 35.3

＋ 17.4

▲ 1.6

平成20年度

11,805

科　　目

個人年金保険

平成21年度

6,583

297,269

11,995

税引前当期純利益又は税引前当期純損失(▲)

330,288

26,929

143,686

個人保険＋
　　　個人年金保険

区　　分

区　　分

平成20年度

平成20年度末

10,177

平成21年度末

26,114

323,384

▲ 3.0

▲ 10.0

前年度末比
増減率

▲ 9.5

団体保険 ▲ 1.4

260

182

1,182

1,369

1,178

1,001

▲ 78

54

1,045

116

134

―

▲ 98.8

団体年金保険

―

25

12

44

157

―

4

4,296

平成21年度

6,404

9,564

2

11,462

7,441

22

511

71

357,217

2,047

101

145,697

571

1,427

14,036

7,946

421

19

当期純利益又は当期純損失（▲） ▲ 1,798 46

▲ 58

▲ 70.8

▲ 1,218

▲ 1,070

27

89

1,159

＋ 1,844―

前年度比増減額

＋ 58.8

▲ 4,732

＋ 838

▲ 56.8

▲ 61.7

▲ 239

▲ 878

▲ 19.2

▲ 33.7

▲ 1,037

▲ 1,898

＋ 1,850

▲ 1,032

＋ 22

＋ 2,834

▲ 1,093

▲ 71

558

2,404

9,303

7,068

754

838

441

―

1,973

1,511

▲ 87

▲ 1,779

5

3

730

1,219

▲ 2,574

＋ 30.5

▲ 59.3

＋ 87

＋ 5

▲ 77.4

【保険金等支払金】
○個人保険における満期保険金の支払いの減少を
　主因として、前年度比１１．１％減少（８７８
　億円減少）の７，０６８億円となった。
　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

3,365

2,021

2,717

1,444

▲ 11.1

▲ 28.6

▲ 647

▲ 577

＋ 1

【資産運用費用】
○有価証券売却損、有価証券評価損及び投資信託
　の解約に伴う損失を計上したその他運用費用が
　大幅に減少したことに加え、特別勘定資産運用
　損が特別勘定資産運用益に転じたこと等によ
　り、前年度比８７．０％減少（３，７３７億円
　減少）の５５８億円となった。
　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

【事業費】
○物件費の圧縮等に努めた結果、前年度比４．９
　％減少（５９億円減少）の１，１５９億円とな
　った。
　　　　　　　　　　　　　〔経常利益増加要因〕

【経常利益・当期純利益】
○以上の結果、経常利益は前年度から２，８３４
　億円改善して、２６０億円となった。また、当
　期純利益は前年度から１，８４４億円改善して
　４６億円となった。
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３．資産・負債等の状況
（単位：億円、％）

（資産の部）

現金及び預貯金

コールローン

買入金銭債権

金銭の信託

有価証券

貸付金

有形固定資産

無形固定資産

代理店貸

再保険貸

その他資産

繰延税金資産

貸倒引当金

（負債の部）

保険契約準備金

再保険借

その他負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

保険金等追加支払引当金

価格変動準備金

（純資産の部）

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

その他有価証券評価差額金

繰延ヘッジ損益

　

負債及び純資産の部合計

資産の部合計

負債の部合計

純資産の部合計

株主資本合計

2,617

73,829

▲ 8.0

▲ 3.2

―

―

▲ 531

▲ 0.767,875

512

11

12

1

4,113 4,758

1,675

21

1,672

72,547

67,379

平成20年度末
前年度末比
増減率

2

2,558

＋ 104.5

―

＋ 6.2

0.0

科　　目

0.01,672

▲ 86

▲ 1,449

▲ 86

＋ 2.5

0.0

▲ 1,403

評価・換算差額等合計

＋ 34.1

346

1,8581,812

1,281 2,205

0

▲ 531

0

＋ 878347

2

42

0

74,988

72

1,675

―

19,799

380

660

2,409

18,223

344

2,912

1,350

―

72,782

＋ 100.0

＋ 0.3

0

1

919

160

73,829

平成21年度末

48,466

78

▲ 9

0

1,422

46,131

▲ 8

323

＋ 0

74,988 ＋ 1,159

▲ 79.4

▲ 14.7

＋ 15.7

10

592

＋ 15.7

0

＋ 72.1

＋ 1.6

＋ 644.4

▲ 35.4

＋ 1.6

▲ 57.7

▲ 14.6

＋ 8.2

＋ 11.2

＋ 5.1

▲ 96.5

▲ 20

前年度末比
増減額

▲ 0

＋ 5

＋ 294

＋ 690

▲ 219

―

＋ 46

＋ 878

＋ 46

＋ 924

―

＋ 1

▲ 0

＋ 21

＋ 644

＋ 235

▲ 502

＋ 1,159

▲ 496

＋ 1

▲ 12―

▲ 1

＋ 80

0.0

【総資産】
○有価証券の時価が上昇した影響等により、前
　年度末比１．６％増加（１，１５９億円増加）
　の７兆４，９８８億円となった。

▲ 1,575

▲ 5.9

＋ 2,335

＋ 149
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４．一般勘定資産の構成、有価証券および不動産の含み損益

　(１) 資産の構成（一般勘定）
（単位：億円、％）

現預金・コールローン

買入金銭債権

金銭の信託       

有価証券       

公社債      

株式      

外国証券

公社債

株式等

その他の証券

貸付金       

不動産       

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

合計

（注）１． 上記資産には現金担保付債券貸借取引に伴う受入担保金を含みます。同担保金は「債券貸借取引受入担保
金」として負債計上しています。（平成２０年度末：１，２５８億円、平成２１年度末：２，２９９億円）

２． 現金担保付債券貸借取引に伴う受入担保金の増減額は以下のとおりです。
(平成２０年度：▲６４５億円、平成２１年度：１，０４１億円）

　(２) 有価証券の含み損益
　　　　　〔有価証券の時価情報 （一般勘定）〕

（単位：億円）

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式

その他有価証券

公社債

株式

外国証券

その他の証券

買入金銭債権

譲渡性預金

合計　…①

（注）１． 本表には、金融商品取引法上の有価証券として取扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。 
２． 外貨建その他有価証券の為替換算差額の一部等については損益計算書に計上しています。上表では、決算

処理後の差損益を適切に開示するため、同為替換算差額等（平成２０年度末：▲１４３億円、平成２１年
度末：▲２５１億円）を損益計算書に計上した後のベースでの差損益について記載しています。

３． 時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券のうち含み損益として以下のものが計上されてい
ます。
・投資事業組合が保有する「その他有価証券」の評価差額の持分相当額（平成２０年度末：０億円、平成
　２１年度末：該当なし）
・外貨建の非上場外国株式等の為替換算差額（平成２０年度末：▲６億円、平成２１年度末：▲１１億円）

　

　(３) 不動産の含み損益
（単位：億円、％）

時価

貸借対照表価額

差損益

（注） 上記は、国内の土地および借地権を対象としています。なお、再評価は実施していません。

【不動産の含み損】
○不動産（国内の土地および借地権を対象）の含
　み損は、保有物件の価格下落に伴い前年度末の
　２１５億円から２２１億円悪化して４３７億円
　となった。

1,240

＋ 61＋ 4.1

344

5.84.6 3,908

平成20年度末

323

区　　分

3,227

平成20年度末

▲ 321

前年度末比
増減率

―

＋ 1

▲ 19

1,240

265

＋ 102.5

40,596

4.3 ＋ 295

＋ 0

差損益

＋ 768

▲ 11

＋ 756

平成21年度末

39,828

1,571

金  額

▲ 221

2

7,613

329

265

3,069

26,566

0.5

39,313

39.7

2

占率

60.841,214

0.5

58.7

4.83,192

4.0

1.0

6,208 9.2

8,875

0.0

区　　分

301

28,457

―

2,859

100.066,979

＋ 264

損益計算書計上
平成20年度末

平成21年度末

771

後価額 （Ｂ）

757

10,613

3.9

1,489

2,591

9,676

3,0102,666

380

6,666

678

13.2

67,717

＋ 457

▲ 303

▲ 219

＋ 1

（Ａ）－（Ｂ）

―

＋ 737

前年度末比
増減額

▲ 174

＋ 13

10,822

時価

＋ 28

0.2

▲ 0.0

1,725

1,509

―

＋ 128 16,002

0.6

▲ 533

▲ 52

4.5

374 0.5

平成21年度
資産の増減

＋ 839

▲ 20

平成21年度末

＋ 681

金  額

27,248

＋ 80014.3

＋ 723

＋ 1,901

0.0

占率

―

3,915

40.2

9.8

100.0

▲ 485

16,326

＋ 545

―

＋ 209

＋ 323

差損益

―

▲ 9

19,799

7,787

▲ 361

▲ 282

160

2,887

▲ 0.0

2.2

29.5

5.8

1,004

【有価証券の含み損益】
○金融環境の好転により、前年度末の３２７億円
　の含み損から１，０８４億円改善して、７５６
　億円の含み益となった。

＋ 283＋ 16.4

1.5

＋ 343

＋ 367

（Ａ）

29,002

▲ 1,57526.918,223

▲ 8

▲ 6上表以外の有価証券
（注）３

…②

合計（①＋②） ▲ 327

▲ 437

2,009

▲ 215

区　　分

【一般勘定資産の運用状況】
○資産運用収益の安定的確保を目的に、国内公社
　債等の確定利付資産を中心とした運用を行っ
　た。
　具体的には、ＡＬＭ推進の観点から、責任準備
　金対応債券を中心に超長期の国内公社債を積み
　増した。
○貸付金については、企業の資金需要の低迷から
　残高が減少した。
○利回りの魅力の高い外国公社債を為替ヘッジ付
　で積み増した。
○リスク抑制の観点から、国内株式については売
　却を実行した。また、「その他の証券」に含ま
　れる国内株式投信について、残高を圧縮した。
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５．基礎利益、ソルベンシー・マージン比率および実質純資産額

　(１) 基礎利益とその内訳（三利源）
（単位：億円、％）

基礎収益

保険料等収入〔再掲〕

資産運用収益　（注１）

その他経常収益

うち 責任準備金戻入額　（注２）

基礎費用

保険金等支払金〔再掲〕

責任準備金等繰入額〔再掲〕 　

資産運用費用　（注３）

うち その他運用費用〔再掲〕

事業費〔再掲〕

その他経常費用〔再掲〕

基礎利益（▲は損失） ①

逆ざや額

危険差益

費差損益

キャピタル損益 ②

臨時損益 ③

経常利益又は経常損失（▲）〔再掲〕 ①＋②＋③

（注）１． 損益計算書上の資産運用収益から、キャピタル収益に区分される科目を控除した数値です。
２． 損益計算書上の責任準備金戻入額に、臨時費用である「危険準備金繰入額」等を加算した数値です。

なお、変額年金保険等の最低保証に係る責任準備金の繰入・戻入額は、平成２０年度：５２９億円の繰入
、平成２１年度：２６７億円の戻入となっています。損益計算書上、責任準備金の戻入・繰入はネットで
計上されます。

３． 損益計算書上の資産運用費用から、キャピタル費用に区分される科目を控除した数値です。

　(２) ソルベンシー・マージン比率
（単位：億円）

ソルベンシー･マージン総額　 （Ａ）

資本金等

価格変動準備金

危険準備金

一般貸倒引当金

土地の含み損益×85%（ﾏｲﾅｽの場合100%）

全期チルメル式責任準備金相当額超過額

負債性資本調達手段等

控除項目

その他

リスクの合計額 （Ｂ）

保険リスク相当額　 　 R1

第三分野保険の保険リスク相当額 R8

予定利率リスク相当額　 R2

資産運用リスク相当額　 R3

経営管理リスク相当額　 R4

最低保証リスク相当額 R7

ソルベンシー･マージン比率
　　　（Ａ）　　　
（１／２）×（Ｂ）

（注）１． 上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出し

ています。（「全期チルメル式責任準備金相当額超過額」は告示第５０号第１条第３項第１号に基づいて
て算出しています。）

２． 「最低保証リスク相当額」は、標準的方式を用いて算出しています。

387

571

▲ 95

2,291

3

1,001

8,903

441

702.1%

1,635

602.0%

727

1,812

▲ 14.3

▲ 0

▲ 221

▲ 3,128

4

2

▲ 540

▲ 215

6,404

平成20年度末 前年度末比
増減額

＋ 21

＋ 46

▲ 437

480

1,269

98 ▲ 5

―

▲ 1,312

9,382

＋ 961

▲ 2,132

▲ 10.4 ▲ 59

▲ 94.5

▲ 93.1

【ソルベンシー・マージン比率】
○ソルベンシー・マージン総額については、有価
　証券の含み損益の大幅な改善を主因として、前
　年度末から８３１億円増加の５，３１７億円と
　なった。
○リスクの合計額については、国内株式の時価上
　昇の影響により資産運用リスクが増加したこと
　等により、前年度末から２４億円増加の
　１，５１４億円となった。
○その結果、ソルベンシー・マージン比率は前年
　度末から１００．１ポイント上昇して
　７０２．１％となった。

▲ 59

＋ 1,562

▲ 1,037▲ 13.9

＋ 784

754

21

＋ 54.5

▲ 63.5

▲ 72.5

▲ 1,565

▲ 1,164

その他有価証券の評価差額×90%（ﾏｲﾅｽの場合100%）

266

290

12,031

2,067

1,606

▲ 1,084

1,219

▲ 1,552

462

6

▲ 1,394

▲ 80

1,309

▲ 2,574 260

381

42

項　　目

2

1,150

＋ 1,020

平成21年度末

▲ 6

＋ 8315,317

1,858

＋ 688

▲ 137 ＋ 1,256

▲ 80

＋ 11

――

74

―

1,635

―

＋ 15

4,486

254 ▲ 11

＋ 24

86

1,514

271 ▲ 19

▲ 17

＋ 0

＋ 61

+ 100.1 ﾎﾟｲﾝﾄ

53 53

1,490

387

103

789

369

7,068

前年度比
増減額

前年度比
増減率

平成21年度

▲ 591

1,159

511

▲ 4.9

―478

▲ 878

＋ 58.8

＋ 2,834

▲ 90.1

＋ 1

▲ 86

▲ 946

▲ 61.9

【基礎利益】
○物件費等の削減努力による事業費の減少以上に
　付加保険料が落ち込んだことから、８０億円の
　費差損を計上したが、運用収支の改善により逆
　ざや額が前年度より９６１億円改善したほか、
　変額年金保険等の最低保証に係る責任準備金を
　２６７億円戻入し、危険差益が改善したことを
　主因として、前年度から１，５６２億円増加の
　４７８億円となった。

1,438 2,222

10,947

7,946

▲ 26.0

54

▲ 39

▲ 16.0

―

▲ 11.1

＋ 148.9

158

7,441

平成20年度区　　分

×１００

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR +++++
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　(３) 実質純資産額
（単位：億円）

実質純資産額

６．契約者配当及び株主配当について

　(１) 契約者配当

 … お支払いを見送らせていただきます。

 … 同上

 … 前年度と同一水準に据え置きます。

 … お支払いを見送らせていただきます。

　(２) 株主配当

お支払いを見送らせていただきます。

以上

項　　目

【実質純資産額】
○有価証券の含み損益の大幅な改善を主因とし
　て、前年度末から８８５億円増加して、
　３，８９２億円となった。

3,006

平成20年度末

3,892 ＋ 885

前年度末比
増減額

平成21年度末

団体年金保険

個人年金保険

団 体 保 険

個 人 保 険
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